必要書類　チェックリスト

（指定工事店の申請）

□　個人にあっては、住民票、経歴書及び身分証明書
□　法人にあっては、商業登記簿謄本、定款の写し及び代表者に関する住民票、経歴書書類、
身分証明書
□　営業所の平面図及び付近見取図（様式第２号）並びに写真
□　専属責任技術者名簿（様式第３号）及び雇用関係を証する書類
□　工事の施工に必要な設備及び器材を有していることを証する機械器具調書（様式第４号）
[bookmark: _Hlk176276757]□　(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

（責任技術者の登録）

□　住民票及び写真2枚
□　責任技術者試験合格証の写し
□　更新者は登録資格を有することを証する書類
□　(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)




（定義）
第２条　この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
(１)　排水設備工事　下水道法（昭和33年法律第79号）第10条第１項に規定する排水設備の工事（新設、増設、改築及び撤去を含む。）をいう。
(２)　農業集落排水設備指定工事店　条例第８条の規定に基づき、排水設備工事の施工ができるものとして、町長が指定した工事業者（以下「指定工事店」という。）をいう。
(３)　下水道排水設備工事責任技術者　社団法人日本下水道協会和歌山県支部（以下「県支部」という。）が実施する責任技術者認定試験（以下「試験」という。）に合格し、町に登録されている者（以下「責任技術者」という。）をいう。

（指定工事店の指定）
第３条　条例第８条で規定する排水設備工事を施工することができる者は、次に掲げる要件に適合している工事業者とし、町長は、これを指定工事店として指定するものとする。
(１)　責任技術者が１人以上選任していること。
(２)　工事の施工に必要な設備及び器材を有していること。
(３)　県内に営業所があること。
(４)　次のいずれにも該当しないこと。
ア　工事業者（法人にあっては、代表者）が成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者であって復権していない場合
イ　工事業者（法人にあっては、代表者）が第18条第１項の規定により責任技術者としての登録を取り消され、当該取り消された日から起算して２年を経過していない場合
ウ　指定工事店が、第10条第１項又は第２項の規定により指定を取り消され、当該取り消された日から起算して２年を経過していない場合
エ　工事業者がその業務に関し不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認められるに足りる相当の理由がある場合
オ　法人であって、その役員のうちにアからエまでのいずれかに該当する者がいる場合
２　前項第４号ウの規定に該当する場合で、当該指定工事店が法人であるときは、その代表者は、同号ウに掲げる期間内において、個人又は法人の代表者として指定工事店の指定を受けることはできない。


